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(証券コード6405) 
2020年６月10日 

 
株 主 各 位 
 

東京都練馬区豊玉北二丁目23番２号 
 

鈴茂器工株式会社 
 

代表取締役社長 鈴木 美奈子 
 

第60回定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 
 さて、当社第60回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、
ご通知申し上げます。 
 なお、書面によって議決権を行使する場合には、お手数ながら後記の
株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に賛否をご
表示いただき、2020年６月25日（木曜日）午後５時30分までに到着する
ようご送付いただきたくお願い申し上げます。 
 昨今の新型コロナウイルス感染症の影響を鑑み、本年は健康状態に関
わらず、可能な限り会場へのご出席をお控えいただき、事前の議決権の
行使をお願い申し上げます。 

敬 具 
記 

 
１． 日 時 2020年６月26日（金曜日） 午前10時 
２． 場 所 東京都練馬区高松五丁目８番20号 Ｊ．ＣＩＴＹ 

ホテルカデンツァ光が丘 ２階アゼリア 
※今回より、開催場所が変更となっておりますので、ご注意ください｡

 
３． 株主総会の目的事項  
 
報 告 事 項 1. 第60期（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日）事業報告、連

結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役会の連結計算
書類監査結果報告の件 

2. 第60期（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日）計算書類の内
容報告の件 

決 議 事 項  
 第１号議案 剰余金の処分の件 
 第２号議案 定款一部変更の件 
 第３号議案 取締役８名選任の件 

以 上 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ

いますようお願い申し上げます。 
◎招集通知添付書類ならびに株主総会参考書類の記載事項を修正する必要が生じた場合

に は 、 修 正 後 の 事 項 を イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト 
(https://www.suzumo.co.jp）に掲載いたしますのでご了承ください。 

◎今年度は、株主総会にご出席の株主様にお配りしておりましたお土産ならびに例年株
主総会後に開催しておりました「試食会」は、中止させていただきます。 
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株主の皆様へ 

 

新型コロナウイルス感染防止の対応について 
 

 新型コロナウイルス感染症対策の観点から、当社では、以下の対応を実施させていた

だきますので、事情ご賢察のうえ、ご理解ならびにご協力を賜りますよう、お願い申し

上げます。 

 

１．当社の対応について 

・株主総会に出席する役員および係員は、検温等を含め体調を確認したうえで参加

いたします。また、マスクを着用させていただきます。 

 

２．株主様へのお願い 

・感染リスクを避けるため、今年度は株主総会当日のご来場を見合わせ、書面によ

る事前の議決権行使を強くご推奨申し上げます。なお、株主総会の模様を、イン

ターネットにて映像と音声でライブ配信いたします。詳細は、｢株主総会インタ

ーネット配信のお知らせ」をご確認ください。これに伴い、今年度は、株主総会

にご出席の株主様にお配りしておりましたお土産は中止させていただきます。ま

た、例年株主総会後に開催しておりました「試食会」は、今年度は中止させてい

ただきます｡ 

・感染による影響が大きいとされるご高齢や基礎疾患のある株主様、妊娠中の株主

様は特に慎重なご判断をお願いいたします。 

 

３．ご来場いただく株主様へのお願い 

・ご来場の株主様におかれましては、当日の流行状況やご自身の体調をお確かめの

うえ、マスク着用や会場入口での消毒液の使用など感染予防にご協力いただきま

すよう、お願い申し上げます。 

・当日の受付時に、検温を実施させていただき、37.5℃以上の発熱をされている株

主様につきましては、ご入場をお断りする場合がございますので、予めご了承く

ださい。 

・ご来場の株主様で体調不良と見受けられる方には、係員がお声掛けをさせていた

だく場合がございますので、予めご了承ください。 

 

 今後、本対応に追加すべき事項等が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサ

イト（https://www.suzumo.co.jp）に掲載させていただきます。 
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（添付書類） 

 

事 業 報 告 
 

(自 2019年４月１日 
至 2020年３月31日 )

 

１．企業集団の現況に関する事項 

(1) 事業の経過およびその成果 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、第３四半期までは景気は緩やかな回復が持

続していたものの、足元では新型コロナウイルス感染症の影響が顕著に見られる状況

となっております。世界的な感染の拡大により、人の移動が制限され、経済活動が停

滞し、世界の景気は全体的に失速しております。国内においては、インバウンド消費

は大きく下振れし、輸出も世界的な需要減少により大きく後退しております。個人消

費も外出の自粛等により、大幅な下振れが避けられない状況です。これらの事由から

企業業績の悪化が見られ、これまで堅調に推移していた設備投資につきましては、慎

重化の傾向が見られます。 

 このような環境の中、当連結会計年度の売上高は、89億30百万円（前連結会計年度

比9.1％増）と前連結会計年度を上回る結果となりました。国内・海外別の売上高の

内訳は、国内売上高が67億48百万円（同12.2％増)、海外売上高が21億82百万円（同

0.4％増）となりました。国内売上高は、外食や小売業を中心とした既存顧客への小

型機の入替および増設、新規開発大型機の販売が堅調に推移したほか、消費増税前の

駆け込み需要が想定を上回り、反動減の影響も少なく、第４四半期時点では新型コロ

ナウイルス感染症の影響が少なかったため、前連結会計年度を大きく上回る結果とな

りました。海外売上高は、北米地域における売上高が堅調に推移したものの、アジア

地域における売上高が情勢不安や新型コロナウイルス感染症拡大の影響等により前連

結会計年度を下回り、前連結会計年度に比べ微増となりました。 

 

当連結会計年度の国内海外別売上高 
 

 
前連結会計年度 

(自 2018年４月１日 
至 2019年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2019年４月１日 
至 2020年３月31日) 

増減額 増減率 

 百万円 百万円 百万円 ％ 

国内 6,012 6,748 735 12.2 

海外 2,174 2,182 7 0.4 

合計 8,186 8,930 743 9.1 
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 当連結会計年度の営業利益は、売上原価および販売費及び一般管理費が前連結会計

年度を上回ったものの、売上高の伸びが大きく、７億65百万円（前連結会計年度比

10.5％増）と前連結会計年度を大きく上回る結果となりました。経常利益は、持分法

適用関連会社であるBluefin Trading LLCの持分法による投資損失68百万円を営業外

費用に計上したものの、７億２百万円（同0.9％増）と前連結会計年度を上回る結果

となりました。 

 当連結会計年度の親会社株主に帰属する当期純利益は、退任役員に対する特別功労

金１億50百万円を特別損失に計上した結果、３億21百万円（前連結会計年度比31.4％

減）となり、前連結会計年度を下回る結果となりました。 

 なお、当社グループの報告セグメントは、当連結会計年度より、単一セグメントと

なることから、セグメント別の記載を省略しております。 

 

(2) 設備投資の状況 

  当連結会計年度における設備投資は、総額349百万円であります。その主なものは、

製品の金型の投資99百万円であります。 

 

(3) 資金調達の状況 

特記すべき事項はありません。 

 

(4) 財産および損益の状況の推移 
 

期  別 
区  分 

第57期 
(2017年３月期) 

第58期 
(2018年３月期) 

第59期 
(2019年３月期) 

第60期 
(2020年３月期) 

売   上   高(千円) 9,412,077 9,111,798 8,186,503 8,930,153 

経 常 利 益(千円) 1,413,529 1,236,750 696,016 702,284 

親会社株主に帰属する 
当 期 純 利 益(千円) 

821,219 833,147 468,620 321,680 

１株当たり当期純利益 135円57銭 136円90銭 72円35銭 49円85銭 

総   資   産(千円) 11,581,875 13,120,769 13,431,094 13,830,036 

純   資   産(千円) 9,420,188 11,238,896 11,482,775 11,654,975 

 
(注) 1. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

2. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式を控除した株式数）に

基づき算出し表示しております。 

3. 第60期の状況につきましては、前記「(1)事業の経過およびその成果」に記載のとお

りであります。 
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(5) 中長期的な会社の経営戦略と事業上および財務上の対処すべき課題 

 当社は、1961年に製菓機械メーカーとして創業、そして、1981年に世界初の量産型

小型寿司ロボットを開発し、世界の約80ヵ国に寿司ロボットを販売する世界シェア

No.１企業へと成長してまいりました。 

 事業成長と社会的価値向上による企業価値の最大化を図るために、｢既存マーケッ

トの拡大と深耕を推進する｣「新たな成長分野・事業を構築する」｢事業の成長に資す

る投資を積極的に実行する」の３点を対処すべき重要課題と定め、当社の中長期的な

経営戦略を以下のように策定しております。 

① 成長戦略 

・国内戦略 

当社が市場シェアの約80％を占める寿司ロボットのマーケットは、成熟期を迎え

ています。この寿司マーケットに続く、未導入の業態や店舗が多く存在する盛付け

マーケットの創造を推進します。また、マーケティング・開発体制の強化と社外ネ

ットワークを活用したオープンイノベーションを推進し、｢世の中にない｣「社会を

豊かにする」製品開発を強化します。 
 

重点取り組み 

● 盛付けロボットのマーケット拡大 

● 食品工場向け大型機領域での業界トップの製品確立 

● 米飯加工以外の製品開発の強化 

● SUZUMOブランドの消費者への浸透 

 

・海外戦略 

和食の世界無形文化遺産登録、訪日外国人の増加等を背景にして、寿司、おむす

びなどの米飯食は世界的レベルで認知度が高まり、市場の拡大が見込まれます。海

外マーケットの更なる成長を実現していくために、北米・アジア・欧州の主要３市

場の深耕と中東などの第４の市場創造を推進します。 
 

北米 

日本食の大衆化が進んでおり、既存顧客への深耕と潜在顧客へ

のアプローチを拡大するため、提携も含めた外部との連携、販

売・サービス拠点の拡大、新たな米飯加工品の提案を推進。 

アジア 

経済発展に伴い、日本食市場が急速に拡大しており、日系企業

の進出サポートや現地企業の商品開発・品質等のコンサルテー

ションを推進し、｢日本食先進国」を拡大させる。 

欧州 

日本食の普及が進む一方、事業者と消費者への日本的米飯食の

広がりは限定的。拠点の新設、販売店網の再編を通じて、現地

大手事業者との市場拡大に向けた取り組みを推進。 

中東他 

現地や日本の事業者、食材や厨房事業者と事業の垣根を越えて

連携し、日本食のバリューチェーンを構築し、米飯市場を創造

する取り組みを推進。 
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・新規事業の創出 

｢社会変化：食のライフスタイル・未来像｣「技術基盤：米飯加工関連技術×新技

術｣「事業ネットワーク：グローバルフードバリューチェーン」の３つのテーマを

柱に、自前主義から脱却し、M&A・提携を活用し、外部との共創により、これまで

の枠を超えた新製品・新規事業の創出を図ります。 

 

② 資本・財務戦略 

事業を成長させるための新製品・新事業投資、設備投資、無形資産投資を積極的

に推進し、企業価値の最大化を図ります。 
 

新製品・新事業投資 ●外部との共創を積極的に進めるM&A、アライアンス等の投資 

設備投資 

●新製品開発に伴う金型投資 

●売上規模拡大に伴う生産および販売能力の拡張への投資 

●生産性の向上を進めるためのITシステム投資 

無形資産投資 ●事業競争力を向上させる人材、ブランド、研究開発への投資 

 

安定配当を基本方針とした株主還元を行い、機関投資家および個人投資家向けIR

の積極的な推進と国内外への情報開示を強化してまいります。 
 

株主還元 ●安定配当 年間配当20円以上 

資本市場との対話 
●機関投資家および個人投資家IRの積極的推進 

●情報開示の強化 

株式インセンティブ 
●全グループ従業員（国内）を対象とした「譲渡制限付株式付

与制度」の導入 
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(6) 重要な親会社および子会社の状況 

 ① 親会社の状況 

   該当事項はありません。 

 

 ② 子会社の状況 
 

会 社 名 所 在 地 資 本 金 出資比率 主要な事業内容 

株式会社セハージャパン 東京都台東区 

百万円 

16 100％ 
アルコール系洗浄
剤・除菌剤の製造
および販売 

北海道鈴茂販売株式会社 北海道札幌市 

百万円 

10 100％ 当社製品の販売 

Suzumo International 
Corporation 

米国 
カリフォルニア州 

千ＵＳ＄ 

475 100％ 当社製品の販売 

Suzumo Singapore 
Corporation Pte．Ltd． 

シンガポール 
タゴール 

千Ｓ＄ 

500 85％ 当社製品の販売 

 
 

(7) 主要な事業内容 

  当社グループは、寿司ロボット、おむすびロボットおよびアルコール製剤等の製造

および販売を行っております。 

 

(8) 主要な営業所および工場 

  本社および工場 本   社 東京都練馬区 

          東 京 工 場 埼玉県比企郡 

  営 業 所 仙台営業所 宮城県仙台市 

          名古屋営業所 愛知県名古屋市 

          大阪営業所 大阪府箕面市 

          広島営業所 広島県広島市 

          九州営業所 福岡県福岡市 
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(9) 従業員の状況 
 

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 

385名 19名増 

 
 (注) 当連結会計年度末日の従業員数を記載しております。 

 

(10) 主要な借入先 

   該当事項はありません。 

 

(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項 

   該当事項はありません。 
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２．会社の株式に関する事項 

(1) 発行可能株式総数 16,000,000株

 

(2) 発行済株式の総数 6,480,000株

 

(3) 株主数 2,577名

 

(4) 大株主 
 

株   主   名 持   株   数 持 株 比 率 

鈴 木 節 子 1,300,240株 20.11％ 

鈴  木  美 奈 子 813,000株 12.57％ 

鈴 木 映 子 813,000株 12.57％ 

G U L F  J A P A N  1 783,600株 12.12％ 

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE HCR00 423,600株 6.55％ 

鈴 茂 器 工 取 引 先 持 株 会 298,340株 4.61％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 145,000株 2.24％ 

立 花 証 券 株 式 会 社 121,400株 1.88％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 99,900株 1.54％ 

BNYM RE BNYMLB RE GPP CLIENT MONEY AND ASSETS AC 98,500株 1.52％ 
 
(注) 持株比率は、自己株式（13,762株）を控除して計算しております。 

 

(5) その他株式に関する重要な事項 

  該当事項はありません。 
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３．会社役員に関する事項 

(1) 取締役および監査役 
 

地    位 氏     名 担当および重要な兼職の状況 

代 表 取 締 役 社 長 
 
 

鈴  木  美 奈 子 
 
 

株式会社セハージャパン取締役会長 
Suzumo International Corporation取
締役会長 

専 務 取 締 役 
 
 

谷 口  徹 
 
 

海外事業本部管掌兼管理本部管掌 
Suzumo International Corporation取
締役社長 

取 締 役 中 村 健 司 営業本部長 

取 締 役 金 井 俊 男 生産本部長兼東京工場長 

取 締 役 
 
 

村 瀬 康 宏 
 
 

海外事業本部長 
Suzumo Singapore Corporation Pte. 
Ltd.取締役社長 

取 締 役 
 
 

髙 橋 正 己 
 
 

株式会社ロイヤルメディカルクラブ代
表取締役社長 
株式会社エコス 取締役 

取 締 役 立 木  成  

取 締 役 
 
 

髙 橋 昭 夫 
 
 

バイオマス・フューエル株式会社 社
外取締役 
株式会社ＭＴＧ 社外取締役 

常 勤 監 査 役 瀬 川 和 彦  

監 査 役 宇 佐 公 興  

監 査 役 村 井 淳 也 村井法律会計事務所 弁護士 
 
(注) 1. 2019年６月27日開催の第59回定時株主総会をもって、取締役小根田育冶氏、小根田哲

也氏および監査役小西明夫氏は、任期満了により退任いたしました。 
2. 2019年６月27日開催の第59回定時株主総会において、谷口徹氏、中村健司氏、金井俊

男氏、村瀬康宏氏および髙橋昭夫氏が取締役に、村井淳也氏が監査役に、新たに選任
され就任いたしました。 

3. 取締役髙橋正己氏、立木成氏および髙橋昭夫氏は、社外取締役であります。 
4. 監査役瀬川和彦氏、宇佐公興氏および村井淳也氏は、社外監査役であります。また、

宇佐公興氏は東京証券取引所の定める独立役員として、同取引所に独立役員届出書を
提出しております。 

5. 監査役村井淳也氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当
程度の知見を有しております。 

6. 重要な兼職先である法人等と当社との関係 
①取締役髙橋正己氏の兼職先である株式会社ロイヤルメディカルクラブおよび株式会
社エコスと当社との間には特別の関係はありません。 

②取締役髙橋昭夫氏の兼職先であるバイオマス・フューエル株式会社および株式会社
ＭＴＧと当社との間には特別の関係はありません。 

③監査役村井淳也氏の兼職先である村井法律会計事務所と当社との間には特別の関係
はありません。 

 
(2) 当事業年度中の取締役および監査役の異動 

  該当事項はありません。 
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(3) 取締役および監査役の報酬等の総額 
 

 人 数 報 酬 等 の 総 額  

取 締 役 
（うち社外取締役） 

10名 
(3名) 

121百万円 
(15百万円) 

監 査 役 
（うち社外監査役） 

4名 
(4名) 

10百万円 
(10百万円) 

合 計 14名 131百万円 

 
(注) 1. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

2. 上記には、当事業年度中に退任した取締役２名および監査役１名が含まれております。 

3. 上記支給額のほか、2009年６月26日開催の第49回定時株主総会決議に基づき、役員退

職慰労金を退任取締役１名に対し48百万円支給しており、また、2019年６月26日開催

の第59回定時株主総会決議に基づき、特別功労金を退任取締役１名に対し150百万円

支給しております。 

 

(4) 社外役員に関する事項 

 ① 社外取締役の当事業年度における主な活動状況 

  イ. 取締役会への出席状況については、当事業年度開催の取締役会全14回のうち、

取締役髙橋正己氏および取締役立木成氏は全回出席し、取締役髙橋昭夫氏は就

任後の取締役会全10回全てに出席しております。 

  ロ. 取締役会における発言状況については、幅広い分野における豊富な経験と従来

の枠組みにとらわれない幅広い見識からそれぞれ必要な発言を適宜行っており

ます。 

 ② 社外監査役の当事業年度における主な活動状況 

  イ. 取締役会への出席状況については、当事業年度開催の取締役会全14回のうち、

監査役瀬川和彦氏および監査役宇佐公興氏ともに全回出席となっており、監査

役村井淳也氏は、就任後の取締役会全10回全てに出席しております。また、監

査役会の出席状況については、当事業年度開催の監査役会全14回のうち、監査

役瀬川和彦氏および監査役宇佐公興氏ともに全回出席となっており、監査役村

井淳也氏は、就任後の監査役会全10回全てに出席しております。 

  ロ. 取締役会および監査役会における発言状況については、業務監査等の観点から

それぞれ必要な発言を適宜行っております。 

 ③ 責任限定契約の内容の概要 

当社と各社外取締役および各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。 

当社の社外取締役および社外監査役は、会社法第423条第１項の責任につき、会

社法第425条第１項に規定する最低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度と

しております。 
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４．会計監査人に関する事項 
(1) 会計監査人の名称 
  太陽有限責任監査法人 
 
(2) 報酬等の額 
 ① 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額    19百万円 

② 当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 
                         19百万円 

 
(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の

額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額等を区分しておらず、かつ、実質
的にも区分できないことから、上記の金額はこれらの合計額を記載しております。 

   2. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況および報酬見
積りの算出根拠などが適切かどうかについて検討した結果、会計監査人の報酬等の
額につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。 

 
(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

 監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事項に該当すると認
められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場
合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計
監査人を解任した旨と解任理由を報告いたします。 
 また、監査役会は、会計監査人の職務遂行状況等を総合的に判断し、会計監査人と
しての適格性、独立性、信頼性が確保できないと認められる場合、その他必要がある
と判断した場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議
案を決定いたします。 

 
５．業務の適正を確保するための体制およびその運用状況の概要 
(1) 業務の適正を確保するための体制 

 当社取締役会において決議した「内部統制システム構築の基本方針」は、次のとお
りであります。 

 ① 当社および当社企業グループ会社（以下、｢当社グループ」という）の取締役お
よび使用人の職務が法令および定款に適合することを確保するための体制 

 当社グループは、継続的な発展を追求し『食の「おいしい」や「温かい」を世界
の人々へ』をビジョンとして掲げ、社是（誠実、情熱、創造）に則った行動規範を
社訓として制定し、当社代表取締役がその精神を全使用人に継続的に伝達すること
により、法令遵守と社会倫理の遵守を企業活動の原点としている。 
 当社グループの取締役および使用人が法令・定款を遵守し、倫理を尊重する行動
ができるように、それぞれの立場で自らの問題としてとらえ業務運営にあたってい
る。統括的な組織としては、当社社長直轄の監査室が法令・定款に適合しているか
を内部監査を行うことにより確認するとともに、重要な事項については、顧問弁護
士や会計監査人に指導・助言を得て取り組めるような専管組織として位置づけられ
ている。 
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 当社グループは、反社会的勢力との関係については、これを一切持たず、不当な
要求には毅然とした対応をとることにしている。 
 また、当社は当社グループの取締役および使用人等がコンプライアンス上、疑義
ある行為があったとの情報があれば、常勤監査役、監査室長に連絡し適正な対応を
とることにしている。 

 ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 
 取締役の職務執行に係る情報については、｢文書管理規程」に基づき、その保存
媒体に応じて適切・確実に閲覧可能な状態で定められた期間、保存・管理すること
としている。 

 ③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
 当社グループは「情報セキュリティー」や「品質リスク」を未然に防ぐとともに
軽減する危機管理組織を設置している。情報セキュリティーについては管理部門が
情報セキュリティーポリシーに基づいて情報の収集と取扱いの管理を徹底している。
また、生産部門においては、ISO9001の品質マネジメントシステムを中心として適
正な品質と品質の改善ができる品質保証体制の更なる充実と従業員の環境・安全に
取り組んでいく組織として「安全衛生委員会」が設けてある。 
 不測の事態が発生した場合には、当社社長指揮下の「緊急対策本部」を設けて情
報収集と社内外への情報開示を行うとともに、原因の究明と再発防止策に努めるこ
ととする。 

 ④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
 当社は、取締役および監査役の役員構成であり、それぞれ高い見識、専門知識、
経験をもって職務遂行に努めている。定例の取締役会は毎月１回開催し重要な事項
の決定ならびに取締役の業務執行報告を実施している。また、適宜必要かつ重要な
事項については臨時の取締役会を開催している。また、取締役会にはすべての監査
役が出席し業務監査機能の強化を図っている。 
 業務の運営については、将来の事業環境の変化を踏まえ中期経営計画および各年
度予算計画を立案し、具体的な施策を実施している。 
 なお、組織的には「経営会議｣、｢営業会議｣、｢開発会議」などを通して業務の効
率的推進を図っている。 

 ⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 
 当社は、当社グループの内部統制に関する担当部署として監査室が位置づけされ
ている。経営については、グループ会社の自主性を尊重しつつ、事業内容の定期的
な報告と重要案件の協議を適宜に行うこととしている。 

 ⑥ 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立
性に関する事項 

 現在、監査役の職務を補助すべき使用人はいないが、必要に応じて、監査役の業
務補助のための監査役スタッフを置くこととする。なお、補助すべき期間は、当該
使用人への指揮権は監査役に委譲されたものとし、人事異動および人事評価は、監
査役会の同意を得なければならないものとする。 

 ⑦ 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関
する体制および監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 当社グループの取締役および使用人は、当社グループに著しい損害を及ぼすおそ
れのある事実があることを発見したときは、法令に従い、直ちに監査役に報告する
こととし、監査役に当該報告を行った者が報告をしたことを理由として、不利な取
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扱いを受けないこととする。また、監査役は取締役会のほか、重要な意思決定の過
程および業務の執行状況を把握するため、取締役会や重要な会議に出席するととも
に、主要な稟議書や業務遂行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役ま
たは使用人にその説明を求めることとする。なお、監査役は、当社の会計監査人か
ら会計監査内容について説明を受けるとともに、情報の交換を行うなど連携を図っ
ている。 
 また、監査役が、その職務の執行について生じる費用の前払いまたは償還等の請
求をしたときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、
速やかに当該費用または債務を処理する。 

 ⑧ 財務報告の信頼性を確保するための体制 
 当社は、当社グループの財務の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく
内部統制報告書の適切な提出に向けた内部統制システムの構築を行い、その仕組み
が適正に機能することを継続的に評価し、不備があれば必要な是正を行うことによ
り、金融商品取引法およびその他関係法令等の適合性を確保する体制の整備を行う
こととしている。 

 
(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 
 ① 当社グループの取締役および使用人の職務が法令および定款に適合することを確

保するための体制 
 当社グループは、継続的な発展を追求し『食の「おいしい」や「温かい」を世界
の人々へ』をビジョンとして掲げ、社是（誠実、情熱、創造）に則った行動規範を
社訓として制定し、当社代表取締役がその精神を全使用人に対して各種会議や朝礼
等を通じて伝達することにより、法令ならびに社会倫理を遵守するための取り組み
を継続的に行っております。それに伴い、法令・定款を遵守し統制のとれた行動が
できているかを内部監査により確認し、適切な業務運営にあたっております。 
 また、当社グループでは、反社会的勢力との関係遮断について、｢反社会的勢力
対応規程」により、反社会的勢力との一切の関係を排除するための組織体制その他
の対応に関する事項を定めるとともに、基本契約書への反社会的勢力排除条項の記
載、警察や弁護士等の外部専門機関との緊密な連携等、関係を遮断する体制を構築
しております。 

 ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 
 当社は、株主総会議事録、取締役会議事録等の取締役の職務執行に係る情報につ
いては、｢文書管理規程」に基づき、その保存媒体に応じて適切・確実に保存・管
理しております。 

 ③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
 当社グループにおける「情報セキュリティー」については、管理部門が情報セキ
ュリティーポリシーに基づいて情報の収集と取扱いの管理を徹底しております。
｢品質リスク」については、生産部門がISO9001の品質マネジメントシステムを中心
として、品質保証体制の更なる充実に取り組んでおります。また、毎月開催の安全
衛生委員会において、従業員の環境・安全に関する取り組みを実施しております。 

 ④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
 社外取締役３名を含む取締役８名は、取締役会規則に基づき、原則月１回開催 
(当事業年度は14回開催）される取締役会に出席し、経営環境の変化に迅速な意思
決定ができるよう努めております。取締役会では、経営に関する重要事項の審議、
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業務執行の決定､各取締役の業務執行報告を行っております｡ 
 業務の運営については、毎月開催の経営会議、開発会議、営業会議などを通して
効率的推進を図っております。 

 ⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 
 当社は、グループ会社の自主性を尊重しつつ、事業内容の定期的な報告と重要案
件の協議を適宜に行うことにより、子会社の経営管理を実施しております。経営企
画部主催により、毎月開催している経営報告会等において、子会社役員から月次業
績や経営計画の進捗状況および業務執行状況等について報告を受け、情報の共有化
を図るとともに重要案件の協議を行っております。 

 ⑥ 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立
性に関する事項 

 当社では、当期において監査役から監査役スタッフを置く必要があるとの申し出
は受けておりませんが、必要に応じて監査役の業務補助のための監査役スタッフを
置くこととしております。 

 ⑦ 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関
する体制および監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 監査役３名（すべて社外監査役）は、監査役会が決定した監査計画、監査業務の
分担等に基づき、取締役の職務の執行を監査しております。また、取締役会、経営
会議、営業会議その他の重要な会議への出席、稟議書等の重要な決裁書類の閲覧を
通じて、当社グループの経営状況を監視しております。更には、会計監査人等との
間で定期的に情報交換等を行い、取締役および使用人等から定期的な報告を受け、
内部統制システムの構築および運用状況の確認をしております。 

 ⑧ 財務報告の信頼性を確保するための体制 
 財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法等に基づく内部統制システム
を整備・運用しております。年１回の内部監査を実施することで内部統制の有効性
および適正性の評価・検証を行い、その結果について担当役員および代表取締役に
報告の上、内部統制報告書を提出しております。 

 
以上 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
 (注) 本事業報告に記載の数字は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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連結貸借対照表  
（2020年３月31日現在） 

（単位：千円） 
 

資 産 の 部  負 債 の 部 

科      目 金   額  科      目 金   額 
 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

た な 卸 資 産 

そ の 他 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 及 び 構 築 物 

機械装置及び運搬具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

9,753,748 

6,603,707 

1,256,943 

1,808,445 

84,652 

4,076,287 

2,800,927 

1,386,293 

50,586 

162,231 

1,125,607 

76,208 

208,309 

1,067,049 

496,516 

396,576 

182,637 

△ 8,680 

 

 
流 動 負 債 

買 掛 金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

賞 与 引 当 金 

そ の 他 

固 定 負 債 

繰 延 税 金 負 債 

退職給付に係る負債 

役員退職慰労引当金 

そ の 他 

 
1,110,478  

244,255 

192,788 

146,978 

141,609 

69,861 

168,906 

146,078 

1,064,581  

777 

995,657 

7,425 

60,721 

 負 債 合 計 2,175,060 

 純 資 産 の 部 

 

 
株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

その他の包括利益累計額 

その他有価証券評価差額金 

為 替 換 算 調 整 勘 定 

退職給付に係る調整累計額 

非支配株主持分 

 
11,722,162 

1,154,418 

982,960 

9,606,827 

△ 22,043 

△ 80,831 

72,215 

△ 2,388 

△ 150,657 

13,644 

 純 資 産 合 計 11,654,975 

資 産 合 計 13,830,036  負債及び純資産合計 13,830,036 
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連 結 損 益 計 算 書 

( 自 2019年４月１日 
至 2020年３月31日 ) 

（単位：千円） 
 

科          目 金          額 

 売 上 高  8,930,153 

 売 上 原 価  4,685,386 

 売 上 総 利 益  4,244,767 

 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  3,479,140 

 営 業 利 益  765,627 

 営 業 外 収 益  11,240 

 受 取 利 息 及 び 配 当 金 4,158  

 受 取 手 数 料 935  

 受 取 保 険 金 1,430  

 そ の 他 の 営 業 外 収 益 4,717  

 営 業 外 費 用  74,583 

手 形 売 却 損 30  

売 上 割 引 1,701  

為 替 差 損 1,348  

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 68,867  

そ の 他 の 営 業 外 費 用 2,635  

経 常 利 益  702,284 

特 別 利 益  35,267 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 935  

固 定 資 産 売 却 益 592  

保 険 解 約 返 戻 金 33,739  

特 別 損 失  174,213 

固 定 資 産 除 却 損 24,213  

役 員 特 別 功 労 金 150,000  

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  563,337 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 247,325  

法 人 税 等 調 整 額 △ 8,215 239,110 

当 期 純 利 益  324,226 

非支配株主に帰属する当期純利益  2,546 

親会社株主に帰属する当期純利益  321,680 
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連結株主資本等変動計算書 

( 自 2019年４月１日  
至 2020年３月31日  ) 

（単位：千円） 
 

残高及び変動事由 

株   主   資   本 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 

当 期 首 残 高 1,154,418 982,960 9,387,360 △ 3,544 11,521,193 

当 期 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当 ― ― △ 129,541 ― △ 129,541 

親会社株主に帰属する 
当 期 純 利 益 

― ― 321,680 ― 321,680 

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― △ 122,359 △ 122,359 

自 己 株 式 の 処 分 ― ― △ 1,222 103,860 102,638 

連 結 範 囲 の 変 動 ― ― 28,550 ― 28,550 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

― ― ― ― ― 

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 219,467 △ 18,498 200,969 

当 期 末 残 高 1,154,418 982,960 9,606,827 △ 22,043 11,722,162 

 

 

残高及び変動事由 

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 
非 支 配 
株主持分 

純 資 産 
合 計 その他有価証券 

評価差額金 
為替換算 
調整勘定 

退職給付に係る 
調整累計額 

その他の包括利益 
累計額合計 

当 期 首 残 高 121,612 4,638 △ 164,669 △ 38,418 ― 11,482,775 

当 期 変 動 額       

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ― ― △ 129,541 

親会社株主に帰属する 
当 期 純 利 益 

― ― ― ― ― 321,680 

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― ― ― △ 122,359 

自 己 株 式 の 処 分 ― ― ― ― ― 102,638 

連 結 範 囲 の 変 動 ― ― ― ― ― 28,550 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

△ 49,397 △ 7,027 14,011 △ 42,413 13,644 △ 28,768 

当 期 変 動 額 合 計 △ 49,397 △ 7,027 14,011 △ 42,413 13,644 172,200 

当 期 末 残 高 72,215 △ 2,388 △ 150,657 △ 80,831 13,644 11,654,975 
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連 結 注 記 表 
 
 
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

 1. 連結の範囲に関する事項 
   (1) 連結子会社の数および主要な連結子会社の名称 

連結子会社の数 ３社 
連結子会社の名称 株式会社セハージャパン 

Suzumo International Corporation 
Suzumo Singapore Corporation Pte. Ltd. 

前連結会計年度において非連結子会社であったSuzumo Singapore Corporation Pte. 
Ltd.は、重要性が増したことにより当連結会計年度より連結の範囲に含めております。  

   (2) 非連結子会社の名称および連結の範囲から除いた理由 
非連結子会社の名称 北海道鈴茂販売株式会社 
連結の範囲から除いた理由 
非連結子会社は、小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見
合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な
影響を及ぼしていないためであります。 

 2. 持分法の適用に関する事項 
(1) 持分法を適用した関連会社数 １社 
  会社の名称 Bluefin Trading LLC 

なお、Bluefin Trading LLCについては、新たに株式を取得したことから、当連結会計
年度より持分法の適用範囲に含めております。 

   (2) 持分法を適用していない非連結子会社の名称 
 北海道鈴茂販売株式会社 

持分法を適用しない理由 
持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合
う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の
適用範囲から除外しております。 

(3) 持分法の適用の手続について特に記載すべき事項 
持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の直近の
事業年度に係る計算書類を使用しております。 

 3. 連結子会社の事業年度等に関する事項 
連結子会社の事業年度の末日は、12月31日であり、連結計算書類作成に当たっては、同日
現在の計算書類を使用しております。ただし、連結会計年度の末日までに発生した重要な
取引は連結上必要な調整をすることとしております。 

 4. 会計方針に関する事項 
   (1) 重要な資産の評価基準および評価方法 

①有価証券の評価基準および評価方法 
満期保有目的の債券………………… 原価法を採用しております。 
子会社株式…………………………… 移動平均法による原価法を採用しております。 

 その他有価証券 
時価のあるもの…………………… 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）を採用しております。 

時価のないもの…………………… 移動平均法による原価法を採用しております。 
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②たな卸資産の評価基準および評価方法 
通常の販売目的で保有するたな卸資産 
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 
商品、製品、原材料、仕掛品……… 総平均法を採用しております。 
貯蔵品………………………………… 最終仕入原価法を採用しております。 

   (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
①有形固定資産………………………… (イ)リース資産以外の有形固定資産 

 定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得
した建物（附属設備を除く）ならびに2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備および構築
物については定額法）を採用しております。 
 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります｡ 
 建物     ６～50年 
 工具器具備品 ２～20年 
(ロ)リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る
リース資産 
 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ
として算定する定額法によっております。 

②無形固定資産………………………… (イ)リース資産以外の無形固定資産 
 自社利用のソフトウエアについては、社内に
おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を
採用しております。 
(ロ)リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る
リース資産 
 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ
として算定する定額法によっております。 

③長期前払費用………………………… 均等償却しております。 
   (3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を
計上しております。 

②賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結
会計年度の負担額を計上しております。 

③役員退職慰労引当金 
一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支
給額を計上しております。 

   (4) 退職給付に係る会計処理の方法 
①退職給付見込額の期間帰属方法 
退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属
させる方法については、給付算定式基準によっております。 
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②数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法 
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌
連結会計年度から費用処理しております。 
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 
(10年）による定額法により費用処理しております。 

③小規模企業等における簡便法の採用 
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に
係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しており
ます。 

   (5) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準 
在外子会社の資産および負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益およ
び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調
整勘定および非支配株主持分に含めて計上しております。 

   (6) のれんの償却方法および償却期間 
のれんの償却については、10年間の定額法により償却を行っております。 
ただし、その効果の発現が将来にわたって見込まれない場合は一時償却しております。 

 5. その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 
   消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

会計上の見積りの変更 
   固定資産の耐用年数の変更 

当連結会計年度において、当社仙台営業所の旧建物の取り壊しを決定したため、利用不
能となる固定資産について耐用年数を短縮し、取り壊し予定日までの期間で減価償却が完
了するように耐用年数を変更しております。これにより、従来の方法と比べて、当連結会
計年度の減価償却費が23,068千円増加し、営業利益、経常利益が同額減少しておりますが、
当連結会計年度に旧建物の取り壊しを完了したため、税金等調整前当期純利益には影響あ
りません。 

 

連結貸借対照表に関する注記 

1. 受取手形裏書譲渡高 213,702千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 3,260,497千円

 

連結株主資本等変動計算書に関する注記 

 1. 発行済株式の総数に関する事項 
 

株式の種類 
当連結会計年度期首 
の 株 式 数 

当連結会計年度 
増 加 株 式 数 

当連結会計年度 
減 少 株 式 数 

当連結会計年度末 
の 株 式 数 

普通株式 6,480,000株 ― ― 6,480,000株 

 

 2. 自己株式の数に関する事項 
 

株式の種類 
当連結会計年度期首 
の 株 式 数 

当連結会計年度 
増 加 株 式 数 

当連結会計年度 
減 少 株 式 数 

当連結会計年度末 
の 株 式 数 

普通株式 2,945株 75,167株 64,350株 13,762株 
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(注) 普通株式の自己株式の増減数の内訳は、次のとおりであります。 

取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加 75,000株

譲渡制限付株式報酬制度における無償取得による増加 100株

単元未満株式の買取による増加 67株

譲渡制限付株式報酬制度における自己株式の処分による減少 64,350株

 

 3. 剰余金の配当に関する事項 

   (1) 配当金支払額等 

決  議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

2019年６月27日 
定 時 株 主 総 会 

普通株式 129,541 20 2019年３月31日 2019年６月28日 

 
   (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの 

     2020年６月26日開催予定の定時株主総会に、次のとおり付議しております。 

  ①配当金の総額………………………………………… 129,324千円 

  ②配当の原資………………………………………………利益剰余金 

  ③１株当たり配当額………………………………………… 20.00円 

  ④基準日………………………………………………2020年３月31日 

  ⑤効力発生日…………………………………………2020年６月29日 

 

金融商品に関する注記 

 1. 金融商品の状況に関する事項 

   (1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、必要に応じて短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。

また、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。 

   (2) 金融商品の内容およびそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資

有価証券は、主に取引先企業との業務に関連する株式であり、市場価格の変動リスク

に晒されております。 

営業債務である買掛金は、ほとんど２か月以内の支払期日であります。 

   (3) 金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社は、営業債権について、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引

相手ごとに期日および残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸

念の早期把握や軽減を図っております。 

連結子会社についても、同様の管理を行っております。 

満期保有目的の債券は、資金運用管理規程に従い、格付の高い債券のみを対象とし

ているため、信用リスクは僅少であります。 

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握

し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、取引先企業との関係を勘案

して保有状況を継続的に見直しております。 
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③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管

理 

当社は、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などによ

り、流動性リスクを管理しております。 

   (4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込

んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することも

あります。 

 2. 金融商品の時価等に関する事項 

2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次

のとおりであります。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません

((注２）を参照ください｡)。 
 

 
連結貸借対照表 
計 上 額(千円) 

時価(千円) 差額(千円) 

(1) 現金及び預金 6,603,707 6,603,707 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 1,256,943 1,256,943 ― 

(3) 投資有価証券    

①満期保有目的の債券 100,000 100,320 320 

②その他有価証券 198,214 198,214 ― 

資 産 計 8,158,866 8,159,186 320 

(1) 買掛金 244,255 244,255 ― 

負 債 計 244,255 244,255 ― 
 
(注１) 金融商品の時価の算定方法に関する事項 

資 産 
(1) 現金及び預金、ならびに(2) 受取手形及び売掛金 

これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、当該帳簿価額によっております。 

(3) 投資有価証券 
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価
格または取引金融機関から提示された価格によっております。 

負 債 
(1) 買掛金 

これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、当該帳簿価額によっております。 
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(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
 

区分 
連結貸借対照表 
計 上 額(千円) 

非上場株式 198,301 
 

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
｢(3)投資有価証券」には含めておりません。 
 

資産除去債務に関する注記 

 連結貸借対照表に計上していない資産除去債務 
当社グループは、一部の事務所および営業所において、不動産賃貸借契約により、退去時にお
ける原状回復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関する賃借資産の使用期間が明確で
なく、移転等の計画もないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができません。 
そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

 
１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 1,800円33銭
１株当たり当期純利益 49円85銭

 
重要な後発事象に関する注記 
 該当事項はありません。 
 
(注) 記載の数字は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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貸 借 対 照 表 
（2020年３月31日現在） 

（単位：千円) 
 

資 産 の 部  負 債 の 部 

科      目 金   額  科      目 金   額 
 

流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
商 品 
製 品 
原 材 料 
仕 掛 品 
貯 蔵 品 
前 払 費 用 
そ の 他 の 流 動 資 産 

固 定 資 産 
有形固定資産 
建 物 
構 築 物 
機 械 及 び 装 置 
車 両 運 搬 具 
工 具 器 具 備 品 
土 地 
建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 
ソ フ ト ウ エ ア 
電 話 加 入 権 
ソフトウエア仮勘定 

投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
関 係 会 社 株 式 
出 資 金 
長 期 貸 付 金 
長 期 前 払 費 用 
破 産 更 生 債 権 等 
差 入 保 証 金 
会 員 権 等 
繰 延 税 金 資 産 
保 険 積 立 金 
貸 倒 引 当 金 

 
9,048,187  
6,234,361 

188,755 
908,642 
9,414 

1,032,219 
395,757 
210,026 
2,561 
56,908 
9,539 

4,190,889  
2,787,291  
1,367,642 

17,578 
37,300 
8,381 

154,571 
1,125,607 

76,208 
208,204  
70,794 

509 
136,900 

1,195,393  
304,874 
421,820 
6,710 
18,080 
84,196 

123 
28,731 
17,400 
305,852 
16,283 

△ 8,680 

 

 
流 動 負 債 

買 掛 金 

リ ー ス 債 務 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

前 受 金 

預 り 金 

賞 与 引 当 金 

そ の 他 の 流 動 負 債 

固 定 負 債 

リ ー ス 債 務 

長 期 未 払 金 

退 職 給 付 引 当 金 

 
1,030,128 

233,859 

18,242 

178,957 

134,068 

126,896 

65,871 

88,553 

14,834 

167,160 

1,684 

830,858 

47,721 

8,741 

774,394 

 負 債 合 計 1,860,987 

 純 資 産 の 部 

 

 
株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

別 途 積 立 金 

繰越利益剰余金 

自 己 株 式 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

 
11,305,874 

1,154,418 

982,960 

982,960 

9,190,539 

110,000 

9,080,539 

1,800,000 

7,280,539 

△ 22,043 

72,215 

72,215 

 純 資 産 合 計 11,378,089 

資 産 合 計 13,239,077   負債及び純資産合計 13,239,077 
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損 益 計 算 書 

( 自 2019年４月１日 
至 2020年３月31日 ) 

（単位：千円) 
 

科          目 金          額 

 売 上 高  7,835,655 

 売 上 原 価  4,261,740 

 売 上 総 利 益  3,573,914 

 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  3,000,155 

 営 業 利 益  573,758 

 営 業 外 収 益  52,672 

 受 取 利 息 及 び 配 当 金 46,407  

 そ の 他 の 営 業 外 収 益 6,265  

営 業 外 費 用  4,356 

手 形 売 却 損 30  

売 上 割 引 1,701  

リ ー ス 解 約 損 1,610  

そ の 他 の 営 業 外 費 用 1,013  

経 常 利 益  622,075 

特 別 利 益  35,267 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 935  

固 定 資 産 売 却 益 592  

保 険 解 約 返 戻 金 33,739  

特 別 損 失  174,178 

固 定 資 産 除 却 損 24,178  

役 員 特 別 功 労 金 150,000  

税 引 前 当 期 純 利 益  483,164 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 193,575  

法 人 税 等 調 整 額 △ 11,893 181,681 

当 期 純 利 益  301,482 
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株主資本等変動計算書 

( 自 2019年４月１日 
至 2020年３月31日 ) 

（単位：千円) 
 

残高及び変動事由 

株 主 資 本 

資本金 

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

資本準備金 利益準備金 
その他利益剰余金 

別途積立金 繰越利益剰余金 

当 期 首 残 高 1,154,418 982,960 110,000 1,800,000 7,109,821 

当 期 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ― △ 129,541 

当 期 純 利 益 ― ― ― ― 301,482 

自己株式の取得 ― ― ― ― ― 

自己株式の処分 ― ― ― ― △ 1,222 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額) 

― ― ― ― ― 

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― 170,718 

当 期 末 残 高 1,154,418 982,960 110,000 1,800,000 7,280,539 

 
  

残高及び変動事由 

株 主 資 本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計 

その他有価証券
評 価 差 額 金 

当 期 首 残 高 △ 3,544 11,153,654 121,612 11,275,267 

当 期 変 動 額     

剰 余 金 の 配 当 ― △ 129,541 ― △ 129,541 

当 期 純 利 益 ― 301,482 ― 301,482 

自己株式の取得 △ 122,359 △ 122,359 ― △ 122,359 

自己株式の処分 103,860 102,638 ― 102,638 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額) 

― ― △ 49,397 △ 49,397 

当 期 変 動 額 合 計 △ 18,498 152,220 △ 49,397 102,822 

当 期 末 残 高 △ 22,043 11,305,874 72,215 11,378,089 
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個 別 注 記 表 
 
 
重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 1. 資産の評価基準および評価方法 

   (1) 有価証券の評価基準および評価方法 

子会社株式および関連会社株式……… 移動平均法による原価法を採用しております。 

満期保有目的の債券…………………… 原価法を採用しております。 

     その他有価証券 

時価のあるもの ……………………… 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。 

時価のないもの ……………………… 移動平均法による原価法を採用しております。 

   (2) たな卸資産の評価基準および評価方法 

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

商品、製品、原材料、仕掛品………… 総平均法を採用しております。 

貯蔵品…………………………………… 最終仕入原価法を採用しております。 

 2. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 …………………………… (イ)リース資産以外の有形固定資産 

 定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）ならびに2016年４

月１日以降に取得した建物附属設備および構築

物については定額法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります｡ 

 建物     ６～50年 

 工具器具備品 ２～20年 

(ロ)リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ

として算定する定額法によっております。 

(2) 無形固定資産 …………………………… (イ)リース資産以外の無形固定資産 

 自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

(ロ)リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ

として算定する定額法によっております。 

(3) 長期前払費用 …………………………… 均等償却しております。 
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 3. 引当金の計上基準 

   (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

   (2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年

度の負担額を計上しております。 

   (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき計上し

ております。 

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しております。 

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 

(10 年）による定額法により費用処理しております。 

 

 4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

   (1) 退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の会計処理の方法

は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 

   (2) 消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

会計上の見積りの変更に関する注記 

   固定資産の耐用年数の変更 

当事業年度において、当社仙台営業所の旧建物の取り壊しを決定したため、利用不能と

なる固定資産について耐用年数を短縮し、取り壊し予定日までの期間で減価償却が完了す

るように耐用年数を変更しております。 

これにより、従来の方法と比べて、当事業年度の減価償却費が23,068千円増加し、営業

利益、経常利益が同額減少しておりますが、当事業年度に旧建物の取り壊しを完了したた

め、税引前当期純利益には影響ありません。 
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貸借対照表に関する注記 
1. 受取手形裏書譲渡高 170,567千円
2. 有形固定資産の減価償却累計額 3,236,857千円
3. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務（区分表示したものを除く） 
  短期金銭債権 141,671千円
  短期金銭債務 13,877千円

 
損益計算書に関する注記 

 関係会社との取引高 
  営業取引による取引高 
         売上高 723,778千円
         仕入高 248,941千円
  営業取引以外の取引高 42,464千円

 
株主資本等変動計算書に関する注記 

 当事業年度末における自己株式の種類および株式数 

普通株式 13,762株
 
税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

 たな卸資産評価損 16,974千円

 投資有価証券評価損 6,330千円

 会員権評価損 1,837千円

 電話加入権評価損 1,006千円

 貸倒引当金 2,657千円

 未払事業税等 10,636千円

 未払事業所税 1,049千円

 未払金 7,690千円

 賞与引当金 51,184千円

 退職給付引当金 237,119千円

 役員退職慰労金 2,676千円

 一括償却資産 1,461千円

 減価償却超過額 2,385千円

 株式報酬費用 550千円

繰延税金資産小計 343,559千円

 評価性引当額 △14,508千円

繰延税金資産合計 329,051千円

繰延税金負債 

 投資有価証券評価差額金 23,198千円

繰延税金資産の純額 305,852千円
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資産除去債務に関する注記 

 貸借対照表に計上していない資産除去債務 
当社は、一部の営業所において、不動産賃貸借契約により、退去時における原状回復に係る債
務を有しておりますが、当該債務に関する賃借資産の使用期間が明確でなく、移転等の計画も
ないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができません。そのため、当該債務に見合
う資産除去債務を計上しておりません。 

 

関連当事者との取引に関する注記 

 役員および個人主要株主等 (単位：千円) 

種類 
会社等の名称 
または氏名 

議決権等の 
所有（被所
有）割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
（注２） 

科目 期末残高 

役員および 
その近親者､ 
主要株主 

鈴木 節子 
被所有 
直接20.1％ 

当社代表取締
役社長の近親
者 

自己株式の 
取得（注１) 

122,250 ― ― 

取引条件および取引条件の決定方針等 
(注１) 自己株式の取得は、東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）により取

得しており、取引価格は2019年11月13日の終値によるものです。 
(注２) 取引金額には消費税等を含めておりません。 

 

１株当たり情報に関する注記 

 １株当たり純資産額 1,759円62銭

 １株当たり当期純利益 46円72銭

 
連結配当規制適用会社に関する注記 
 当社は連結配当規制の適用会社であります。 
 
重要な後発事象に関する注記 
 該当事項はありません。 
 
(注) 記載の数字は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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連結計算書類に係る会計監査報告書 謄本 
  
 

独立監査人の監査報告書 

2020年５月25日 
 
鈴茂器工株式会社 
取締役会 御中 
 

太陽有限責任監査法人 

東京事務所 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士  宮 崎   哲  ㊞  

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士  上 西 貴 之  ㊞  

 
監査意見 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、鈴茂器工株式会社の2019年４
月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。 

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して、鈴茂器工株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該
連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示
しているものと認める。 
 
監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監
査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における
監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫
理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手したと判断している。 
 
連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による
重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断
した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類
を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。 

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職
務の執行を監視することにある。 
 
連結計算書類の監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不
正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報
告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表
示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書
類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。  
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の

過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施
する。 
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽

表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査
人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。 

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの
ではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行わ
れた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどう
か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ
うな事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企
業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算
書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の
注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明すること
が求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性
がある。 

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計
算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。 

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関
する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指
示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負
う。 
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査

の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査
の基準で求められているその他の事項について報告を行う。 
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理

に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えら
れる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はそ
の内容について報告を行う。 
 
利害関係 
 会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定
により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
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計算書類に係る会計監査報告書 謄本 
  
 

独立監査人の監査報告書 

2020年５月25日 
 
鈴茂器工株式会社 
取締役会 御中 
 

太陽有限責任監査法人 

東京事務所 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士  宮 崎   哲  ㊞  

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士  上 西 貴 之  ㊞  

 
監査意見 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、鈴茂器工株式会社の
2019年４月１日から2020年３月31日までの第60期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以
下「計算書類等」という｡）について監査を行った。 

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての
重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監
査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監
査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。 
 
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した
内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該
事項を開示する責任がある。 

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職
務の執行を監視することにある。 
 
計算書類等の監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正
又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告
書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の
利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断さ
れる。 
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の

過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施
する。 
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽

表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査
人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。 

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立
案するために、監査に関連する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行わ
れた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、
また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような
事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の
前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の
注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項
が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、
将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類
等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。 

・ 計算書類等に対する意見を表明するために、計算書類等に含まれる構成単位の財務
情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、構成単位の財務情報に
関する監査の指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に
対して責任を負う。 
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査

の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査
の基準で求められているその他の事項について報告を行う。 
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理

に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えら
れる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はそ
の内容について報告を行う。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
 
 

監 査 報 告 書 
 
 当監査役会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第60期事業年度の取締

役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、

監査役全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたし

ます。 
 
１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容 

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状

況および結果について報告を受けるほか、取締役等および会計監査人からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職

務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図

り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査

を実施しました。 

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類

等を閲覧し、本社および主要な事業所において業務および財産の状況を調査

いたしました。また、子会社については、子会社の取締役および監査役等と

意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受

けました。 

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令および定款に適合す

ることを確保するための体制その他株式会社およびその子会社から成る企業

集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条

第１項および第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容および

当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締

役および使用人等からその構築および運用の状況について定期的に報告を受

け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。 

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを

監視および検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務

の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第131条

各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」(平成17年10月28日企業

会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を

求めました。 

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、計

算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）お

よびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について検討いたしました。 
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２．監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 

① 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。 

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。 

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容および取締役の

職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。 

(2) 計算書類およびその附属明細書の監査結果 

  会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認

めます。 

(3) 連結計算書類の監査結果 

  会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認

めます。 
 

 
  2020年５月26日 

鈴茂器工株式会社 監査役会 

常勤監査役 瀬 川 和 彦 ㊞

監 査 役 宇 佐 公 興 ㊞

監 査 役 村 井 淳 也 ㊞
 
(注) 監査役瀬川和彦、宇佐公興および村井淳也は、会社法第２条第16号および第

335条第３項に定める社外監査役であります。 

 
以 上 
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株主総会参考書類 

 

決議事項 

 第１号議案 剰余金の処分の件 

 当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要事項のひとつとして認識してお

ります。具体的には、安定的な配当を基本にしながら、財務状況や今後の事業展

開等を考慮し、総合的な判断により剰余金の処分をさせていただきたいと存じま

す。 

 期末配当に関する事項 

  (1) 配当財産の種類 

     金銭といたします。 

  (2) 配当財産の割当てに関する事項およびその総額 

     当社普通株式   １株につき金20円 

     配当総額     129,324,760円 

  (3) 剰余金の配当が効力を生じる日 

     2020年６月29日 
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 第２号議案 定款一部変更の件 

 現行定款の一部を次の変更案のとおり改めたいと存じます。 

1. 変更の理由 

 インターネットの普及を考慮し、公告閲覧の利便性向上および公告手続きの

合理化を図るため、当社の公告方法を日本経済新聞から電子公告に変更し、併

せてやむを得ない事由により電子公告をすることができないときの措置を定め

るため、現行定款第４条（公告方法）に所要の変更を行うものであります。 

 

2. 変更の内容 

 変更の内容は、次のとおりであります。 
（下線は変更箇所を示します｡） 

 
現 行 定 款 変  更  案 

(公告方法) 

第４条 当会社の公告は、日本経済新聞に掲

載する方法により行う。 

(公告方法) 

第４条 当会社の公告は、電子公告により行

う。ただし、事故その他やむを得な

い事由により電子公告による公告を

することができない場合は、日本経

済新聞に掲載する方法により行う｡ 
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 第３号議案 取締役８名選任の件 

 現任取締役は、全員本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまして

は、取締役８名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

 取締役候補者は、次のとおりであります。 

 

取締役候補者 
 
候補者 
番 号 

氏      名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社株式の数 

1 

すず  き  み な こ 

鈴  木  美 奈 子 

(1961年８月30日生) 

 
2003年９月 当社入社 社長室長 

2004年１月 当社社長室長兼管理本部シ

ステム統括部長 

2004年６月 当社取締役管理本部長兼シ

ステム統括部長 

2007年６月 当社常務取締役管理本部管

掌兼システム統括部長兼内

部統制担当 

2009年４月 当社常務取締役管理本部管

掌兼情報システム部長兼内

部統制担当 

2010年６月 当社常務取締役管理本部長

兼経理部長兼内部統制担当 

2012年７月 当社常務取締役管理本部長

兼総務部長兼内部統制担当 

2013年４月 当社常務取締役管理本部長

兼内部統制担当 

2016年10月 当社取締役副社長 

2017年６月 当社代表取締役社長（現

任） 

813,000株 

2 

たに  ぐち    とおる 

谷 口  徹 

(1968年７月６日生) 

 
2015年４月 当社入社 経営企画部長 

2019年６月 当社専務取締役海外事業本

部管掌兼管理本部管掌（現

任） 

1,700株 

3 

なか  むら  けん  じ 

中 村 健 司 
(1967年３月７日生) 

 
2006年４月 当社入社 営業本部特需販

売部長 

2007年４月 当社営業本部第一営業部長 

2017年４月 当社営業本部副本部長 

2017年６月 当社営業本部長 

2019年６月 当社取締役営業本部長（現

任） 

500株 
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候補者 
番 号 

氏      名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社株式の数 

4 

かな  い  とし  お 

金 井 俊 男 

(1962年10月30日生) 

 
1993年12月 当社入社 

2012年４月 当社東京工場技術部長 

2014年４月 当社東京工場副工場長兼技

術部長 

2015年７月 当社東京工場長 

2019年６月 当社取締役生産本部長兼東

京工場長（現任） 

1,000株 

5 

むら  せ  やす  ひろ 

村 瀬 康 宏 

(1965年10月23日生) 

 
2003年７月 当社入社 営業本部海外営

業部長 

2019年６月 当社取締役海外事業本部長 

(現任） 

300株 

6 

たか  はし  まさ  み 

髙 橋 正 己 

(1945年１月24日生) 

 
1968年４月 株式会社埼玉銀行（現株式

会社りそな銀行）入行 

1991年４月 株式会社あさひ銀行（現株

式会社りそな銀行）英国証

券会社社長 

1996年６月 株式会社あさひ銀行（現株

式会社りそな銀行）取締役

国際部長 

2002年４月 トーヨーカネツ株式会社 

代表取締役副社長 

2002年10月 トーヨーカネツソリューシ

ョンズ株式会社 代表取締

役社長 

2004年１月 株式会社ロイヤルメディカ

ルクラブ 代表取締役社長 

(現任） 

2005年５月 株式会社エコス 取締役 

(現任） 

2015年６月 当社社外取締役（現任） 

【重要な兼職の状況】 

株式会社ロイヤルメディカルクラブ代表

取締役社長 

株式会社エコス取締役 

1,300株 
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候補者 
番 号 

氏      名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社株式の数 

7 

たか  はし  あき  お 

髙 橋 昭 夫 

(1956年３月15日生) 

 
1978年４月 大和証券株式会社入社 

2009年９月 大和証券エスエムビーシー

株式会社（現株式会社大和

証券グループ本社） 専務

取締役 

2012年６月 株式会社大和証券グループ

本社 取締役兼執行役副社

長 

2015年４月 株式会社大和インベストメ

ント・マネジメント 代表

取締役社長 

2017年７月 バイオマス・フューエル株

式会社 社外取締役（現

任） 

2019年６月 当社社外取締役（現任） 

2019年12月 株式会社ＭＴＧ 社外取締

役（現任） 

【重要な兼職の状況】 

バイオマス・フューエル株式会社社外取締役 

株式会社ＭＴＧ社外取締役 

2,000株 

8 

※ 

はし  もと    やすし 

橋 本  泰 
(1967年12月３日生) 

 
1990年４月 株式会社日本興業銀行（現

株式会社みずほフィナンシ

ャルグループ）入行 

2003年３月 株式会社ベーシックキャピ

タルマネジメント出向 

2007年９月 オリンパス キャピタル ホ

ールディングス アジア ホ

ンコン リミテッド エグゼ

クティブディレクター 

2009年７月 同上 日本における代表者 

2014年６月 株式会社海外需要開拓支援

機構執行役員 

2018年６月 京都きもの友禅株式会社 

社外取締役（現任） 

2018年６月 合同会社ブリッジパートナ

ーズ 代表社員（現任） 

【重要な兼職の状況】 

京都きもの友禅株式会社社外取締役 

合同会社ブリッジパートナーズ代表社員 

0株 
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(注) 1. 橋本泰氏は、当社の資本業務提携先であるMizuho Gulf Capital Partners 
Ltdの指名候補者であります。同氏と当社との間には、上記を除き特別の利害
関係はありません。 

   2. その他の取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。 
   3. ※は、新任の取締役候補者であります。 
   4. 髙橋正己氏、髙橋昭夫氏および橋本泰氏は、社外取締役候補者であります。

髙橋正己氏および髙橋昭夫氏は、東京証券取引所の定める独立役員として、
同取引所に独立役員届出書を提出しております。 

   5. 髙橋正己氏を社外取締役候補者とした理由は、金融・物流・建設・流通・医
療等の幅広い分野における経営経験と国内外の豊富なネットワークを有し、
従来の枠組みにとらわれない幅広い見識を当社経営に反映させていただける
ものと判断したため、社外取締役候補者としたものであります。なお、同氏
が社外取締役に就任してからの年数は、本総会終結の時をもって５年になり
ます。 

   6. 髙橋昭夫氏を社外取締役候補者とした理由は、証券会社、投資会社等多岐に
わたる業界での豊富な経営経験と幅広い見識を当社経営に反映させていただ
けるものと判断したため、社外取締役候補者としたものであります。なお、
同氏が社外取締役に就任してからの年数は、本総会終結の時をもって１年に
なります。 

   7. 橋本泰氏を社外取締役候補者とした理由は、金融機関、投資会社等多岐にわ
たる業界での豊富な経営経験と幅広い見識を当社経営に反映させていただけ
るものと判断したため、社外取締役候補者としたものであります。 

   8. 当社と髙橋正己氏および髙橋昭夫氏は、それぞれ会社法第427条第１項の規定
に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお
り、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に規定
する最低責任限度額であります。両氏の再任が承認された場合、当該契約を
継続する予定であります。また、橋本泰氏の選任が承認された場合、同氏と
も当該契約を締結する予定であります。 

 

 

以 上 
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